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告   示 

◎新潟県告示第1452号 

自衛隊法施行令（昭和29年政令第179号）第114条、第117条第１項及び第118条の規定により、陸上自衛隊、海

上自衛隊又は航空自衛隊の自衛官候補生として採用する自衛隊員（平成27年３・４月入隊）の募集を次のとおり

行う。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 募集対象及び募集期間 

募 集 対 象 
募 集 期 間 

募集種目 要員区分 採用予定数 

自衛官 

候補生 

男 子 

陸上自衛隊 

若干名 
平成26年11月７日（金）から 

平成26年11月28日（金）まで 
海上自衛隊 

航空自衛隊 

２ 試験期日及び試験会場 

試 験 期 日 試 験 会 場 

男 子 

平成26年12月６日（土） 
陸上自衛隊高田駐屯地 

   （上越市南城町３－７－１） 

平成26年12月７日（日） 
陸上自衛隊新発田駐屯地 

  （新発田市大手町６－４－16） 

３ 合格発表 

  平成27年１月16日（金） 

４ 応募手続 

市町村又は自衛隊新潟地方協力本部出張所、地域事務所等で志願票の交付を受け、市町村又は自衛隊新潟地

方協力本部へ提出すること。 

５ その他 

  応募手続きに関する詳細は、市町村又は自衛隊新潟地方協力本部へ問い合わせすること。 

 

◎新潟県告示第1453号 

生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてそ 

の例によるものとされた生活保護法第54条の２第１項の規定により、指定介護機関を次のとおり指定した。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

事業者の名称 主たる事務所 

の所在地 

事業所の名称 事業所の所在地 指定したサービス 

の種類 

指定 

年月日 

社会福祉法人紫雲

寺加治川福祉会 

新発田市真野原

外3331番地２ 

特別養護老人ホ

ームしうんじ（地

域密着型） 

新発田市真野原

外3331番地２ 

短期入所生活介

護 

H26.9.1 

社会福祉法人紫雲

寺加治川福祉会 

新発田市真野原

外3331番地２ 

特別養護老人ホ

ームしうんじ（地

域密着型） 

新発田市真野原

外3331番地２ 

介護予防短期入

所生活介護 

H26.9.1 

社会福祉法人苗場

福祉会 

中魚沼郡津南町

大 字 芦 ケ 崎 乙

317-１ 

みさと苑訪問リハ

ビリテーション 

中魚沼郡津南町

大 字 芦 ケ 崎 乙

317-１ 

訪問リハビリテー

ション 

H26.8.1 
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社会福祉法人苗場

福祉会 

中魚沼郡津南町

大 字 芦 ケ 崎 乙

317-１ 

みさと苑訪問リハ

ビリテーション 

中魚沼郡津南町

大 字 芦 ケ 崎 乙

317-１ 

介護予防訪問リ

ハビリテーション 

H26.8.1 

 

◎新潟県告示第1454号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに 

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項に 

おいてその例によるものとされた生活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定介護機関から次のとおり

変更した旨の届出があった。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

事業所の名称 事業所の所在地 変更事項 変更年月日 

旧 新 

あさひ訪問看護リハ

ビリステーション 

三条市旭町２丁目11

番17号 

三条市東三条１丁目９

番20号 

三条市旭町２丁目11番

17号 

H26.9.1 

 

◎新潟県告示第1455号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに 

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項に 

おいてその例によるものとされた生活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定介護機関から次のとおり

廃止した旨の届出があった。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

事業者の名称 主たる事務所の

所在地 

事業所の名称 事業所の所在地 廃止したサー

ビスの種類 

廃止年月日 

医療法人立川メ

ディカルセンター 

長岡市神田町３

丁目２番地11 

介護老人保健施設

石黒爽風苑 

柏崎市高柳町石

黒字久保田1660

番地 

通所リハビリ

テーション 

H26.6.30 

医療法人立川メ

ディカルセンター 

長岡市神田町３

丁目２番地11 

介護老人保健施設

石黒爽風苑 

柏崎市高柳町石

黒字久保田1660

番地 

介護予防通所

リハビリテー

ション 

H26.6.30 

医療法人立川メ

ディカルセンター 

長岡市神田町３

丁目２番地11 

介護老人保健施設

石黒爽風苑 

柏崎市高柳町石

黒字久保田1660

番地 

短期入所療養

介護 

H26.6.30 

医療法人立川メ

ディカルセンター 

長岡市神田町３

丁目２番地11 

介護老人保健施設

石黒爽風苑 

柏崎市高柳町石

黒字久保田1660

番地 

介護予防短期

入所療養介護 

H26.6.30 

医療法人立川メ

ディカルセンター 

長岡市神田町３

丁目２番地11 

介護老人保健施設

石黒爽風苑 

柏崎市高柳町石

黒字久保田1660

番地 

介護老人保健

施設 

H26.6.30 

社会福祉法人紫

雲寺加治川福祉

会 

新発田市真野原

外3331番地２ 

デイサービスセンタ

ーことぶき園 

新発田市藤塚浜

3585番地110 

通所介護 H23.3.31 

社会福祉法人紫

雲寺加治川福祉

会 

新発田市真野原

外3331番地２ 

デイサービスセンタ

ーことぶき園 

新発田市藤塚浜

3585番地110 

介護予防通所

介護 

H23.3.31 
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社会福祉法人紫

雲寺加治川福祉

会 

新発田市真野原

外3331番地２ 

訪問看護ステーシ

ョンしうんじ 

新発田市真野原

外3331番地２ 

訪問看護 H26.3.31 

社会福祉法人紫

雲寺加治川福祉

会 

新発田市真野原

外3331番地２ 

訪問看護ステーシ

ョンしうんじ 

新発田市真野原

外3331番地２ 

介護予防訪問

看護 

H26.3.31 

株式会社ファー

マみらい 

東京都世田谷区

代沢五丁目２番

１号 

あさひ薬局六日町

店 

南魚沼市六日町

2637－１ 

居宅療養管理

指導 

H26.7.13 

株式会社ファー

マみらい 

東京都世田谷区

代沢五丁目２番

１号 

あさひ薬局六日町

店 

南魚沼市六日町

2637－１ 

介護予防居宅

療養管理指導 

H26.7.13 

 

◎新潟県告示第1456号 

森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第２項の規定により、次のとおり保安林の指定をする。 

平成26年10月24日 

新潟県南魚沼地域振興局長 

１ 保安林の所在場所 

新潟県十日町市小出字薬師癸 2392、癸 2392 の１、癸 2393、癸 2395、癸 2398 から癸 2401 まで、癸 2403、

癸 2411、癸 2412、癸 2420、癸 2420の１、癸 2429、癸 2430 

２ 指定の目的 

    なだれの危険の防止 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県南魚沼地域振興局農林振興部及び十日町市役所に備え置

いて縦覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第1457号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、燕市の須頃郷土地改良区から次のとおり役員

が就任した旨の届出があった。 

平成26年10月24日 

新潟県三条地域振興局長 

１ 就 任 

監事 三条市上須頃121番地 小林 賢 

就任年月日 平成26年10月４日 

 

◎新潟県告示第1458号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により、弥彦村を地域とする県営区画整理（経営

体育成基盤整備）事業大戸地区に係る換地処分をした。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

◎新潟県告示第1459号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、国土交通省北陸地方

整備局 信濃川下流河川事務所長から次のとおり公共測量を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定
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により公示する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（航空レーザ測量） 

２ 作業期間 平成26年９月23日から平成27年３月20日まで 

３ 作業地域 信濃川下流域（新潟市、加茂市、三条市、燕市、長岡市、田上町） 

 

◎新潟県告示第1460号 

土地収用法（昭和26年法律第219号。以下「法」という｡)第20条の規定により、次のとおり事業の認定をした。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 起業者の名称 

  三条市 

２ 事業の種類 

  三条市立井栗児童クラブ施設整備事業 

３ 起業地 

(1) 収用の部分 

  三条市西潟地内 

(2) 使用の部分 

   なし 

４ 事業の認定をした理由 

(1) 法第20条第１号の要件への適合性 

三条市立井栗児童クラブ施設整備事業（以下「本件事業」という。）は、児童福祉法（昭和22年法律第164 

号）に規定する放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）を実施するための施設であり、社会福祉法（昭

和26年法律第45号）第２条第３項に基づく第２種社会福祉事業であることから、法第３条第23号に掲げる「社

会福祉法による社会福祉事業の用に供する施設」に関する事業に該当するため、法第20条第１号の要件を充

足すると判断される。 

(2) 法第20条第２号の要件への適合性 

  起業者は、本件事業について、必要な経費を今年度予算措置しているとともに履行の確約をしていること

から、法第20条第２号の要件を充足すると判断される。 

  (3) 法第20条第３号の要件への適合性 

    ア 得られる公共の利益 

    三条市では、市の総合計画において、仕事と子育ての両立のための環境整備や児童の健全育成の充実を

課題として、放課後児童健全育成事業に取り組んでいる。 

市で設置している児童クラブの利用者は、核家族化の進行や就労形態の多様化などにより、総じて年々

増加している。本件事業で整備する井栗児童クラブも、現在三条市立井栗小学校の特別教室を活用して運

営しているものの利用者が急増し、今現在の児童一人当たりのスペースは厚生労働省が策定した「放課後

児童クラブガイドライン」に沿っていない状況にある。また、井栗小学校の授業時間の見直しによる児童

クラブの開設時間の調整や活動の制限などの問題も生じている。 

 さらに、今後児童福祉法の改正により、放課後児童健全育成事業の対象児童の範囲が明確化されること

に伴い、今まで以上に放課後児童クラブの利用者が増加するものと見込まれている。 

 市ではこれらの状況を踏まえ、井栗小学校内に空き教室もないことから、新たに移転新築することとし

ている。 

    本件事業実施により、児童一人一人に必要とされる面積が確保され、落ち着いた学習環境、遊び等の集

団活動の場及び静養スペースを活用できることから、遊びや生活の中で自主性や社会性を育て児童の健全

な育成を図るという、放課後児童健全育成事業の本来の目的の達成が可能となるとともに、保護者の仕事

と子育ての両立支援にもつながる。また、児童福祉法改正後の放課後児童クラブの運営に備えることで、

今後の利用者数の増加にも対応できる。 

    本件事業による周辺環境への影響として、児童送迎時の車の騒音やライトが考えられるが、周囲に住宅

がないことや停車時にはエンジンを切るよう利用者のルールの徹底を図ることから、周囲への影響は極め

て少ないものと考えられる。 
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したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は大きいものと認められる。 

  イ 失われる利益 

    本件事業地は、文化財保護法（昭和25年法律第214号）に基づく埋蔵文化財包蔵地及び鳥獣の保護及び狩

猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）に基づく鳥獣保護区に該当しないこと、また、自然公園

法（昭和32年法律第161号）及び新潟県立自然公園条例（昭和43年新潟県条例第28号）に基づく特別地域に

も該当しないことを市で担当課に確認している。 

したがって、本件事業の施行により失われる利益は少ないものと認められる。 

    ウ 事業計画の合理性 

    本件事業に係る起業地については、児童クラブの適正な活動、児童の安全及び保護者の利便性が確保で

きる場所で、井栗小学校から移動しやすい場所であることを条件に小学校敷地内も含む３箇所を選定し、

今後の児童クラブの運営に支障を来すことなく、児童の健全育成が図られる場所を比較検討した結果、小

学校に近接し、クラブ活動に必要な面積及び保護者の送迎用駐車場が確保できる本件起業地が最適地であ

り最も合理的であると認められる。 

   以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を比較衡量すると、得られる 

公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。 

   したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認められるので、法第 20条第３ 

号の要件を充足すると判断される。 

  (4) 法第 20条第４号の要件への適合性 

  ア 事業を早期に施行する必要性 

    本件事業は、(3)アで述べたように、児童クラブ利用者の急増によりクラブ室が手狭となったことに伴い、

落ち着いた学習環境の確保及び遊びなどの集団活動に支障が生じており、保護者から以前に比べ多様な活

動が減り、内容に低下がみられる旨苦情が出ている。また、今後の利用児童の増加に対応可能とするため

にも、本件事業を早期に施行する必要性は高いものと認められる。 

  イ 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合理性 

    本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な最小限の範囲であると認められる。 

    また、収用の範囲は、全て本件事業の用に恒久的に供される範囲にとどめられていることから、収用又

は使用の範囲の別についても合理的であると認められる。 

   したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため、法第 20 条第４号の要件

を充足すると判断される。 

(5) 結論 

   以上のとおり、本件事業は、法第 20条各号の要件を全て充足すると判断される。 

   よって、法第 20条の規定により、事業の認定をするものである。 

５ 法第26条の２第２項の規定による図面の縦覧場所 

  三条市役所栄庁舎三条市教育委員会子育て支援課 

 

◎新潟県告示第1461号 

土地収用法（昭和26年法律第219号。以下「法」という｡)第20条の規定により、次のとおり事業の認定をした。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 起業者の名称 

  新潟市 

２ 事業の種類 

  （仮称）内野地区集会施設建設事業 

３ 起業地 

(1) 収用の部分 

  新潟市西区内野町地内 

(2) 使用の部分 

   なし 

４ 事業の認定をした理由 

(3) 法第20条第１号の要件への適合性 

  （仮称）内野地区集会施設建設事業（以下「本件事業」という。）は、新潟市西区役所の西出張所（以下「出
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張所」という。）、西地域保健福祉センター（以下「保健福祉センター」という。）及び区民が地域のコミュニ

ティ活動を行う集会施設を一体的に整備するものであり、出張所及び保健福祉センターは法第３条第31号に

規定する「地方公共団体が設置する庁舎」に関する事業に、保健福祉センター内の診療所は法第３条第24号

に規定する「医療法（昭和23年法律第205号）による公的医療機関」に関する事業に、また、集会施設は法第

３条第32号に規定する「地方公共団体が設置する公共の用に供する施設」に関する事業にそれぞれ該当する。 

  したがって、本件事業は、法第20条第１号の要件を充足すると判断される。 

(4) 法第20条第２号の要件への適合性 

  起業者は、本件事業に必要な経費について今年度予算措置しており、来年度以降も予算措置することを確

約していることから、法第20条第２号の要件を充足すると判断される。 

  (3) 法第20条第３号の要件への適合性 

    ア 得られる公共の利益 

    新潟市では、西区の内野地区にある既存庁舎を、政令指定都市に移行後は西区の出張所及び同出張所分

庁舎（以下「分庁舎」という。）として活用し、内野地区の行政サービスを行っているが、庁舎が分散し

ていること、会議室が分庁舎にしかないこと、また、保健福祉センターがある分庁舎は駐車場が少ないこ

となどから、出張所と分庁舎の間を行き来しなくてはならない場合が多々あり、来庁者に不便をもたらし

ている。さらに、出張所及び分庁舎は建築後 45年以上経過しており、耐震診断の結果、速やかな安全性の

確保が必要となっている。    

 一方、市では地域の特性を生かした住民自治を進めるため、地域づくりの主体となる自治会や町内会な

どの地域コミュニティとの協働によるまちづくりを推進しているが、内野地区には集会施設として西地区

公民館があるものの、利用したいホールや集会室は稼働率が高く、サークル活動での長期予約で埋まって

いるため、地域コミュニティが実施する事業の会場確保に支障が生じている。 

    市では、これらのことから、地域住民の利便性の向上、行政庁舎の将来的な安全性及び施設維持のコス

トなどを考慮するとともに地域コミュニティ活動の活性化を図るため、「（仮称）内野地区集会施設建設

事業基本構想」を策定して検討した結果、行政庁舎と集会施設の複合施設として整備することとしている。 

    本件事業の実施により、分散していた出張所の機能が集約されることで来庁者の不便や負担が解消され、 

   庁舎の安全性が確保される。また、集会施設の機能を加えて整備することで地域コミュニティと行政が地

域の問題を共有し、情報交換を行いながら問題解決に向けて連携を図ることが可能となり、防災活動や高

齢者の見守りなどの地域コミュニティの活動が活性化し、住みよいまちづくりが推進される。 

    さらに相乗効果として、起業地は内野地区のまちの中心部に位置し公共交通機関も整っているためアク

セスしやすく、周辺の商業施設、ＪＲ内野駅、新潟大学などと連携したまちの賑わい創出も期待できる。 

    本件事業による近隣住民等周辺環境への影響として、施設利用による騒音及び駐車車両の騒音や排気ガ

スなどが考えられるが、建物の防音設備や駐車場敷地の防音壁の設置、また、駐車時のエンジン停止の徹

底など万全な対策を講じ、影響を最小限にとどめることとしていることから、周辺環境への影響は少ない

ものと考えられる。 

したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は大きいものと認められる。 

  イ 失われる利益 

    本件事業地について、文化財保護法（昭和 25年法律第 214号）に関しては事前に試掘調査を実施のうえ

結果を協議する必要があり、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成 14年法律第 88号）に関し

ては新潟県指定新潟角田鳥獣保護区区域内であるものの、いずれも特に支障はない旨市で担当課に確認し

ている。 

したがって、本件事業の施行により失われる利益は少ないものと認められる。 

    ウ 事業計画の合理性 

    本件事業に係る起業地については、必要面積が確保できて交通の便がよく、まちの賑わいづくりが見込

める場所３箇所を選定し、経済的条件や立地条件を考慮して比較検討した結果、本件起業地はバス停留所

や駅が近い現出張所に隣接しているため、今まで同様に公共交通機関を利用して来庁するにも便がよく、

移転後は出張所跡地を駐車場としてできること、集会施設の利用にも、多方面から幅広い年齢層の参集が

可能であるとともに地域コミュニティの実施する事業にも気軽に立ち寄ることができるなど、地域コミュ

ニティ活動の活性化が見込まれることから、本件起業地が最適地であり最も合理的であると認められる。 

   以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を比較衡量すると、得られる 

公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。 

   したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認められるので、法第 20条第３ 
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号の要件を充足すると判断される。 

  (4) 法第 20条第４号の要件への適合性 

  ア 事業を早期に施行する必要性 

    本件事業は、(3)アで述べたように出張所及び分庁舎が建築後 45 年以上経過し、地震による倒壊又は崩

壊の危険性があること、また、内野地区の集会施設の不足により、地域課題の解決や交流活動の活性化の

ために実施する大規模な会議や講演会などの会場確保が難しく、そのため地域住民や地域コミュニティか

ら集会施設の整備を求める要望書が市に提出されていることから、本件事業を早期に施行する必要性は高

いものと認められる。 

  イ 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合理性 

    本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な最小限の範囲であると認められる。 

    また、収用の範囲は、全て本件事業の用に恒久的に供される範囲にとどめられていることから、収用又

は使用の範囲の別についても合理的であると認められる。 

   したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため、法第 20 条第４号の要件

を充足すると判断される。 

(5) 結論 

   以上のとおり、本件事業は、法第 20条各号の要件を全て充足すると判断される。 

   よって、法第 20条の規定により、事業の認定をするものである。 

５ 法第26条の２第２項の規定による図面の縦覧場所 

  新潟市西区役所地域課 

 

◎新潟県告示第1462号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 下長橋上館線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

新発田市横岡 441 番１から 

 

同市横岡434番２まで 

 

新 

 

6.2～19.0メートル 

 

158.3メートル 

 

旧 

 

5.5～18.2メートル 

 

157.7メートル 

 

◎新潟県告示第1463号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 路 線 名  県道   下長橋上館線 

２ 供用開始の区間 

  新発田市横岡441番１から同市横岡434番２まで 

３ 供用開始の期日  平成26年10月24日 

 

◎新潟県告示第1464号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課
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において縦覧に供する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 大口与板線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

長岡市横山字村西 151番１から 

 

同市関根字坊主舘87番１まで 

 

新 

 

10.4～16.4メートル 

 

286.8メートル 

 

旧 

 

10.6～16.4メートル 

 

286.8メートル 

 

◎新潟県告示第1465号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 路 線 名  県道   大口与板線 

２ 供用開始の区間 

  長岡市横山字村西151番１から同市関根字坊主舘87番１まで 

３ 供用開始の期日  平成26年10月24日 

 

◎新潟県告示第1466号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県魚沼地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 高倉東野名線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

魚沼市東野名字上段 414番２から 

 

同市東野名字上段412番２まで 

 

新 

 

6.4～13.4メートル 

 

33.1メートル 

 

旧 

 

6.4～10.4メートル 

 

33.1メートル 

 

◎新潟県告示第1467号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県魚沼地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 路 線 名  県道   高倉東野名線 

２ 供用開始の区間 

  魚沼市東野名字上段414番２から同市東野名字上段412番２まで 
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３ 供用開始の期日  平成26年10月24日 

 

◎新潟県告示第1468号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県南魚沼地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道  

２ 路 線 名 塩沢大和線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

南魚沼市深沢字西川端381番５から 

 

同市深沢字西川端557番まで 

 

 

新 

 

5.0～10.4メートル 

 

 

815.5メートル 

 

 

旧 

 

5.0～9.0メートル 

 

 

815.4メートル 

 

 

◎新潟県告示第1469号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県南魚沼地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 路 線 名  県道   塩沢大和線 

２ 供用開始の区間 

  南魚沼市深沢字西川端381番５から同市深沢字西川端557番まで 

３ 供用開始の期日  平成26年10月24日 

 

◎新潟県告示第1470号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県南魚沼地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道  

２ 路 線 名 一村尾六日町線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

南魚沼市八幡字谷内19番10から 

 

同市八幡字日越101番14まで 

 

 

 

新 

  

 

7.9～8.2メートル 

 

  

 

48.9メートル 

 

 

南魚沼市八幡字谷内19番10から 

 

同市八幡字日越101番８まで 

 

 

 

旧 

 

 

 

7.6～9.7メートル 

 

 

 

115.1メートル 
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備考 路線の終点を変更する区域変更 

 

◎新潟県告示第1471号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 佐渡縦貫線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

佐渡市羽茂本郷 631番１から 

 

同市羽茂本郷104番１まで 

 

新 

 

7.2～16.0メートル 

 

685.8メートル 

 

旧 

 

6.5～11.3メートル 

 

686.0メートル 

 

◎新潟県告示第1472号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 路 線 名  県道   佐渡縦貫線 

２ 供用開始の区間 

佐渡市羽茂本郷631番１から同市羽茂本郷104番１まで 

３ 供用開始の期日  平成26年10月24日 

 

公   告 

特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 調達件名及び数量 

  交番用情報系端末装置等の借上げ 

 交番用情報系端末装置等 115台 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

  新潟県警察本部警務部会計課 

 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 調達方法 

  借上げ 

４ 契約方式 

  一般競争入札 

５ 落札決定日 

  平成26年10月２日 

６ 落札者の氏名及び住所 
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  株式会社ＪＥＣＣ 

  東京都千代田区丸の内３丁目４番１号 

７ 落札価格 

  42,310,512円 

８ 入札公告日 

  平成26年８月19日 

９ 落札方式 

  最低価格 

 

特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

平成26年10月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 調達件名及び数量 

  ゲートウェイ・ファイルサーバ等機器の借上げ 一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

  新潟県警察本部警務部会計課 

 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 調達方法 

  借上げ 

４ 契約方式 

  一般競争入札 

５ 落札決定日 

  平成26年10月６日 

６ 落札者の氏名及び住所 

  ＮＴＴファイナンス株式会社新潟支店 

  新潟県新潟市中央区上大川前通六番町1215番地７ 

７ 落札価格 

  47,329,920円 

８ 入札公告日 

  平成26年８月26日 

９ 落札方式 

  最低価格 

 

企業局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、三面発電所など水力発電所３か所の電力売却

について、次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年10月24日 

新潟県企業管理者  早 福  弘 

１ 入札に付する事項 

(1) 件名 

   三面発電所など水力発電所３か所の電力売却 

(2) 対象発電所 

  ア 三面発電所（新潟県村上市岩崩 地内） 

  イ 猿田発電所（新潟県村上市岩崩 地内） 

  ウ 奥三面発電所（新潟県村上市岩崩 地内） 

(3) 予定売却電力量 
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  ア 平成27年度 342,757,000 kＷh 

  イ 平成28年度 341,700,000 kＷh 

   なお、売却電力量が予定売却電力量と比較して増減がある場合でも、全量を購入するものとする。 

(4) 契約期間及び売却期間 

   契約期間：契約締結の日から平成29年３月31日まで 

   売却期間：平成27年４月１日から平成29年３月31日まで 

(5) 入札方法 

入札は１kＷh当たりの単価で行うものとし、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の100分の８に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の108分の100に相当する

金額を入札書に記載すること。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

 以下の要件をすべて満たす者であること。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申し立てがなされている者でない

こと。 

(3) 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申し立てがなされている者でない

こと。 

(4) 本件の公告日から入札日までにおいて、新潟県知事から指名停止の措置を受けている者でないこと。 

(5) 電気事業法（昭和39年法律第170号）第３条第１項の規定により一般電気事業者としての許可を受けている

者又は同法第16条の２第１項の規定による届出を行っている特定規模電気事業者であること。 

(6) 直近の事業年度又は直近１年間（平成25年５月以降の１年間）のいずれかにおいて、当契約の対象となる

発電所の最大発電可能電力量である755,988,000 kＷh以上の電力の供給実績があること。 

(7) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(8) 直近の事業年度の消費税及び地方消費税並びに新潟県に事務所又は事業所（２以上の事務所又は事業所が

ある法人の場合には、主たる事務所又は事業所）を有する法人にあっては県税、新潟県に事務所又は事業所

を有しない法人にあっては法人税について未納がない者であること。 

３ 入札説明書の交付等 

(1) 入札説明書の交付期間 

本公告の日から平成26年11月12日（水）まで（新潟県の休日を定める条例（平成元年新潟県条例第５号）

第１条第１項各号に規定する日を除く）の各日の午前９時から午後５時まで 

(2) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

郵便番号 950－8570 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県企業局総務課総務係 

電話番号 025－280－5565（直通） 

入札説明書等の交付は上記の場所で行うほか、新潟県ホームページで公開する。 

４ 入札日時、開札日時及び場所 

(1) 日時 

平成26年12月17日（水）午後１時 

(2) 場所 

新潟県庁入札室（行政庁舎16階） 

５ その他 

(1) 入札保証金 

見積もった契約希望金額（１kＷh当たりの単価）に平成27年度及び平成28年度の予定売却電力量

（684,457,000 kＷh）を乗じた金額を売却期間の月数で除して得た金額に12を乗じて得た金額の100分の５

に相当する金額（１円未満切り上げ）以上の金額とする。ただし、新潟県企業局財務規程（昭和62年新潟県

企業局管理規程第４号。以下「規程」という｡)第146条第３項に該当する場合は免除する。 

(2) 契約保証金 

契約金額（１kＷh当たりの単価）に平成27年度及び平成28年度の予定売却電力量（684,457,000 kＷh）を
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乗じた金額を売却期間の月数で除して得た金額に12を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額（１円未

満切り上げ）以上の金額とする。ただし、規程第137条第３項に該当する場合は免除する。 

(3) 入札者に要求される事項 

本件入札に参加を希望する者は、入札参加申請書を平成26年11月12日（水）まで （新潟県の休日を定める

条例第１条第１項各号に規定する日を除く） の各日の午前９時から午後５時までに前記３(2)の場所に提出

し、前記２の資格について確認を受けなければならない。 

なお、提出書類等詳細については入札説明書による。 

また、入札者は、入札日の前日までの間において、契約担当者から当該書類に関して説明を求められた場

合は、これに応じなければならない。 

(4) 入札の無効 

本公告に示した入札に参加する資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とす

る。 

(5) 契約書作成の要否 要 

(6) 暴力団等の排除 

 ア 誓約書の提出 

    暴力団等の排除に関する誓約書については入札説明書による。 

 イ 不当介入に対する通報報告 

    契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県企業局）へ通報

報告を行うこと。 

(7) 落札者の決定方法 

予定価格以上で最高価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

(8) その他 

詳細は、入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、胎内第一発電所など水力発電所８か所の電力

売却について、次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年10月24日 

新潟県企業管理者  早 福  弘 

１ 入札に付する事項 

(1) 件名 

   胎内第一発電所など水力発電所８か所の電力売却 

(2) 対象発電所 

  ア 胎内第一発電所（新潟県胎内市下荒沢 地内） 

  イ 胎内第二発電所（新潟県胎内市下荒沢 地内） 

  ウ 胎内第三発電所（新潟県胎内市熱田坂 地内） 

  エ 田川内発電所（新潟県五泉市小面谷 地内） 

  オ 笠堀発電所（新潟県三条市大字笠堀 地内） 

  カ 刈谷田発電所（新潟県長岡市栃堀 地内） 

  キ 高田発電所（新潟県上越市大字今泉 地内） 

  ク 新高田発電所（新潟県上越市大字今泉 地内） 

(3) 予定売却電力量 

  ア 平成27年度 201,931,000 kＷh 

  イ 平成28年度 201,743,000 kＷh 

   なお、売却電力量が予定売却電力量と比較して増減がある場合でも、全量を購入するものとする。 

(4) 契約期間及び売却期間 

   契約期間：契約締結の日から平成29年３月31日まで 

   売却期間：平成27年４月１日から平成29年３月31日まで 

(5) 入札方法 

入札は１kＷh当たりの単価で行うものとし、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の100分の８に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税
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に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の108分の100に相当する

金額を入札書に記載すること。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

 以下の要件をすべて満たす者であること。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申し立てがなされている者でない

こと。 

(3) 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申し立てがなされている者でない

こと。 

(4) 本件の公告日から入札日までにおいて、新潟県知事から指名停止の措置を受けている者でないこと。 

(5) 電気事業法（昭和39年法律第170号）第３条第１項の規定により一般電気事業者としての許可を受けている

者又は同法第16条の２第１項の規定による届出を行っている特定規模電気事業者であること。 

(6) 直近の事業年度又は直近１年間（平成25年５月以降の１年間）のいずれかにおいて、当契約の対象となる

発電所の最大発電可能電力量である381,060,000 kＷh以上の電力の供給実績があること。 

ただし、三面発電所など水力発電所３か所の電力売却の落札者にあっては、上記期間において1,137,048,000 

kＷh以上の電力の供給実績があること。 

(7) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(8) 直近の事業年度の消費税及び地方消費税並びに新潟県に事務所又は事業所（２以上の事務所又は事業所が

ある法人の場合には、主たる事務所又は事業所）を有する法人にあっては県税、新潟県に事務所又は事業所

を有しない法人にあっては法人税について未納がない者であること。 

３ 入札説明書の交付等 

(1) 入札説明書の交付期間 

本公告の日から平成26年11月12日（水）まで（新潟県の休日を定める条例（平成元年新潟県条例第５号）

第１条第１項各号に規定する日を除く）の各日の午前９時から午後５時まで 

(2) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

郵便番号 950－8570 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県企業局総務課総務係 

電話番号 025－280－5565（直通） 

入札説明書等の交付は上記の場所で行うほか、新潟県ホームページで公開する。 

４ 入札日時、開札日時及び場所 

(1) 日時 

平成26年12月17日（水）午後２時 

(2) 場所 

新潟県庁入札室（行政庁舎16階） 

５ その他 

(1) 入札保証金 

見積もった契約希望金額（１kＷh当たりの単価）に平成27年度及び平成28年度の予定売却電力量

（403,674,000 kＷh）を乗じた金額を売却期間の月数で除して得た金額に12を乗じて得た金額の100分の５

に相当する金額（１円未満切り上げ）以上の金額とする。ただし、新潟県企業局財務規程（昭和62年新潟県

企業局管理規程第４号。以下「規程」という｡)第146条第３項に該当する場合は免除する。 

(2) 契約保証金 

契約金額（１kＷh当たりの単価）に平成27年度及び平成28年度の予定売却電力量（403,674,000 kＷh）を

乗じた金額を売却期間の月数で除して得た金額に12を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額（１円未

満切り上げ）以上の金額とする。ただし、規程第137条第３項に該当する場合は免除する。 

(3) 入札者に要求される事項 

本件入札に参加を希望する者は、入札参加申請書を平成26年11月12日（水）まで （新潟県の休日を定める

条例第１条第１項各号に規定する日を除く） の各日の午前９時から午後５時までに前記３(2)の場所に提出

し、前記２の資格について確認を受けなければならない。 

なお、提出書類等詳細については入札説明書による。 
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また、入札者は、入札日の前日までの間において、契約担当者から当該書類に関して説明を求められた場

合は、これに応じなければならない。 

(4) 入札の無効 

本公告に示した入札に参加する資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とす

る。 

(5) 契約書作成の要否 要 

(6) 暴力団等の排除 

 ア 誓約書の提出 

    暴力団等の排除に関する誓約書については入札説明書による。 

 イ 不当介入に対する通報報告 

    契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県企業局）へ通報

報告を行うこと。 

(7) 落札者の決定方法 

予定価格以上で最高価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

(8) その他 

詳細は、入札説明書による。 

 

選挙管理委員会告示 

◎新潟県選挙管理委員会告示第32号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定による政治団体の届出があったので、同法第７条

の２第１項の規定に基づき、その名称等を次のとおり公表する。 

平成26年10月24日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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◎新潟県選挙管理委員会告示第33号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第７条の規定による政治団体の届出事項の異動の届出があったので、

同法第７条の２第１項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

平成26年10月24日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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◎新潟県選挙管理委員会告示第34号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第17条第１項の規定による政治団体の解散の届出があったので、同条

第３項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

平成26年10月24日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

 



第83号 新  潟  県  報 平成26年10月24日(金) 

19 

 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第35号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第12条第１項の規定による政治団体の収支に関する報告書の要旨を同

法第20条第１項の規定により次のとおり公表する。 

平成26年10月24日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第36号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第２項の規定による資金管理団体の届出があったので、同法第

19条の２第１項の規定に基づき、その名称等を次のとおり公表する。 

平成26年10月24日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第37号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項の規定による資金管理団体の届出事項の異動の届出があ

ったので、同法第19条の２第１項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

平成26年10月24日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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◎新潟県選挙管理委員会告示第38号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項の規定による資金管理団体の指定の取消し等の届出があ

ったので、同法第19条の２第１項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

平成26年10月24日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

 

公安委員会告示 

◎新潟県公安委員会告示第110号 

警備業法（昭和47年法律第117号。以下「法」という｡)第22条第２項第１号に規定する警備員指導教育責任者講

習（新規取得講習）を次のとおり実施する。 

平成26年10月24日 

新潟県公安委員会 

   委員長  小 川  和 明 

１ 講習に係る警備業務の区分 

  法第２条第１項第１号に規定する警備業務に係る講習（以下「１号警備業務」という｡) 

２ 実施期間及び場所 

(1) 実施期間 

   平成26年11月26日（水）から平成26年12月５日（金）までの８日間（日曜日及び土曜日を除く｡)の午前９ 

  時から午後５時まで  

(2) 実施場所 

  新潟県新潟市中央区新光町10番地２ 

  技術士センタービルⅠ 

３ 受講定員 

  15人 

４ 受講対象者 

  次のいずれかに該当する者を対象として実施する。 

(1) 最近５年間に１号警備業務に従事した期間が通算して３年以上である者 

(2) 警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号。以下「検定規則」という｡)第４条

に規定する１級の検定（受講警備業務に係るものに限る。以下「１級検定」という｡)に係る法第23条第４項

の合格証明書（以下「合格証明書」という｡)の交付を受けている者 

(3) 検定規則第４条に規定する２級の検定（受講警備業務に係るものに限る。以下「２級検定」という｡)に係

る合格証明書の交付を受けている警備員であって、当該合格証明書の交付を受けた後、継続して１年以上受

講警備業務に従事している者 

(4) 検定規則附則第３条の規定による廃止前の警備員等の検定に関する規則（昭和61年国家公安委員会規則第
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５号。以下「旧検定規則」という｡)第１条第２項に規定する１級の検定（受講警備業務に係るものに限る。

以下「旧１級検定」という｡)に合格した者 

(5) 旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（受講警備業務に係るものに限る。以下「旧２級検定」と

いう｡)に合格した警備員であって、当該検定に合格した後、継続して１年以上受講警備業務に従事している

者 

５ 受講申込手続 

(1) 事前申込み 

  本講習を受講しようとする者は、受講申込書を提出する前に、次により申し込むこと。 

ア 受付期間 

  平成26年10月30日（木）から平成26年10月31日（金）までの各日の午前９時から午後５時まで（正午か

ら午後１時までを除く｡) 

イ 申込方法 

  新潟県警察本部生活安全部生活安全企画課の受付専用電話 

  電話番号  025－283－8880 

 に申し込むこと。 

ウ 留意事項 

(ｱ) 上記受付専用電話以外での申込みは、受け付けない。 

(ｲ) 定員になり次第、受付を締め切る。 

(ｳ) １件の電話での申込みは、１人とする。 

(2) 受講申込書の提出等 

ア 受講申込書の提出 

   (1)により、事前申込みを受理された者は、受講申込書（提出前６月以内に撮影した無帽、正面、上三分 

  身、無背景、縦３センチメートル、横2.4センチメートル、裏面に氏名及び撮影年月日を記入した顔写真を 

  貼付したもの）１通に必要事項を記入し、４に掲げる受講対象者であることを証明する次の関係書類を添 

  えて提出すること。 

(ｱ) ４(1)に該当する者 

  受講警備業務に従事した期間を証明する警備業者等の作成に係る書類（以下「警備業務従事証明書」

という｡)及び履歴書 

(ｲ) ４(2)に該当する者 

  １級検定に係る合格証明書の写し及び履歴書 

(ｳ) ４(3)に該当する者 

  ２級検定に係る合格証明書の写し、警備業務従事証明書及び履歴書 

(ｴ) ４(4)に該当する者 

  旧１級検定に係る合格証の写し及び履歴書 

(ｵ) ４(5)に該当する者 

  旧２級検定に係る合格証の写し、警備業務従事証明書及び履歴書 

イ 提出期間 

  平成26年11月18日（火）から平成26年11月19日（水）までの各日の午前９時から午後５時まで（正午か

ら午後１時までを除く｡) 

ウ 提出先 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

  新潟県警察本部生活安全部生活安全企画課 

エ 提出方法 

  受講者本人が持参するものとし、代理人、郵送等による提出は認めない。 

(3) 受講手数料 

 ア 金額 

   47,000円 

 イ 納付方法 

   新潟県収入証紙により、受講申込書提出時に納付すること。 

   なお、納付した受講手数料は、還付しない。 

６ 講習の委託 
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  この講習は、一般社団法人新潟県警備業協会に委託して実施する。 

７ 本講習に関する問合せ先 

  新潟県警察本部生活安全部生活安全企画課営業係 

  電話番号  025－285－0110（代表） 

 

◎新潟県公安委員会告示第111号 

警備業法（昭和47年法律第117号。以下「法」という｡)第22条第２項第１号に規定する警備員指導教育責任者講

習（追加取得講習）を次のとおり実施する。 

平成26年10月24日 

新潟県公安委員会 

   委員長  小 川  和 明 

１ 講習に係る警備業務の区分 

  法第２条第１項第１号に規定する警備業務に係る講習（以下「１号警備業務」という｡) 

２ 実施期間及び場所 

(1) 実施期間 

  平成26年12月１日（月）から平成26年12月５日（金）までの５日間の午前９時から午後５時まで  

(2) 実施場所 

  新潟県新潟市中央区新光町10番地２ 

  技術士センタービルⅠ 

３ 受講定員 

  15人 

４ 受講対象者 

  受講申込みを行う日において、受講講習の区分以外の警備業務の区分に係る法第22条第２項に規定する警備

員指導教育責任者資格者証（以下「資格者証」という｡)又は警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に

係る講習等に関する規則（昭和58年国家公安委員会規則第２号）第７条に規定する警備員指導教育責任者講習

修了証明書（以下「修了証明書」という｡)の交付を受けている者であって、次のいずれかに該当するものを対

象として実施する。 

(1) 最近５年間に１号警備業務に従事した期間が通算して３年以上である者 

(2) 警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号。以下「検定規則」という｡)第４条

に規定する１級の検定（受講警備業務に係るものに限る。以下「１級検定」という｡)に係る法第23条第４項

の合格証明書（以下「合格証明書」という｡)の交付を受けている者 

(3) 検定規則第４条に規定する２級の検定（受講警備業務に係るものに限る。以下「２級検定」という｡)に係

る合格証明書の交付を受けている警備員であって、当該合格証明書の交付を受けた後、継続して１年以上受

講警備業務に従事している者 

(4) 検定規則附則第３条の規定による廃止前の警備員等の検定に関する規則（昭和61年国家公安委員会規則第

５号。以下「旧検定規則」という｡)第１条第２項に規定する１級の検定（受講警備業務に係るものに限る。

以下「旧１級検定」という｡)に合格した者 

(5) 旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（受講警備業務に係るものに限る。以下「旧２級検定」と

いう｡)に合格した警備員であって、当該検定に合格した後、継続して１年以上受講警備業務に従事している

者 

５ 受講申込手続 

(1) 事前申込み 

  本講習を受講しようとする者は、受講申込書を提出する前に、次により申し込むこと。 

ア 受付期間 

  平成26年11月６日（木）から平成26年11月７日（金）までの各日の午前９時から午後５時まで（正午か

ら午後１時までを除く｡) 

イ 申込方法 

  新潟県警察本部生活安全部生活安全企画課の受付専用電話 

  電話番号  025－283－8880 

 に申し込むこと。 

ウ 留意事項 
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(ｱ) 上記受付専用電話以外での申込みは、受け付けない。 

(ｲ) 定員になり次第、受付を締め切る。 

(ｳ) １件の電話での申込みは、１人とする。 

(2) 受講申込書の提出等 

ア 受講申込書の提出 

  (1)により、事前申込みを受理された者は、受講申込書（提出前６月以内に撮影した無帽、正面、上三分

身、無背景、縦３センチメートル、横2.4センチメートル、裏面に氏名及び撮影年月日を記入した顔写真を

貼付したもの）１通に必要事項を記入し、４に掲げる受講対象者であることを証明する次の関係書類を添

えて提出すること。 

(ｱ) 資格者証又は修了証明書の写し 

(ｲ) ４(1)に該当する者 

  受講警備業務に従事した期間を証明する警備業者等の作成に係る書類（以下「警備業務従事証明書」 

 という｡)及び履歴書 

(ｳ) ４(2)に該当する者 

  １級検定に係る合格証明書の写し及び履歴書 

(ｴ) ４(3)に該当する者 

  ２級検定に係る合格証明書の写し、警備業務従事証明書及び履歴書 

(ｵ) ４(4)に該当する者 

  旧１級検定に係る合格証の写し及び履歴書 

(ｶ) ４(5)に該当する者 

  旧２級検定に係る合格証の写し、警備業務従事証明書及び履歴書 

イ 提出期間 

  平成26年11月20日（木）から平成26年11月21日（金）までの各日の午前９時から午後５時まで（正午か

ら午後１時までを除く｡) 

ウ 提出先 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

  新潟県警察本部生活安全部生活安全企画課 

エ 提出方法 

  受講者本人が持参するものとし、代理人、郵送等による提出は認めない。 

(3) 受講手数料 

 ア 金額 

   23,000円 

 イ 納付方法 

   新潟県収入証紙により、受講申込書提出時に納付すること。 

   なお、納付した受講手数料は、還付しない。 

６ 講習の委託 

  この講習は、一般社団法人新潟県警備業協会に委託して実施する。 

７ 本講習に関する問合せ先 

  新潟県警察本部生活安全部生活安全企画課営業係 

  電話番号  025－285－0110（代表） 
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